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要 約 

令和 4年度、県内 6農場で高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）が発生。内 3農場は密集地域で連続発

生し、令和 2 年度にも同様の発生。令和 4 年度の防疫措置は令和 2 年度と比較し早期に完了。令和 2 年

度の防疫作業の主な課題は、焼埋却に時間を要したこと及び連続発生による資材不足。埋却地の対策とし

て、家畜保健衛生所は農業事務所と連携し、地盤状況の助言を得ながら埋却地の現地調査を実施。その結

果、令和 4年度発生時には、事前に埋却地の地下水位が高いという問題点を把握し、埋却地の作業動線や

埋却方法を整理していたため、埋却溝の深さ約 1m という悪条件でも速やかに対応することができた。資

材の不足については、密集地域に備蓄拠点を新設し、ペールの備蓄を増量。今後も防疫計画の更新、備蓄

資材の確保を進めるとともに、HPAI 発生防止に向けて飼養衛生管理の巡回指導及び生産者主体の自衛防

疫組織の支援を継続していく。 

 

はじめに 

令和 4 年度、本県では 4 市町、6 農場で HPAI

が発生し、約 62万羽の殺処分が行われた。そのう

ち、3 農場（A、B、C）は密集地域であり、1 月

22日から 1月 28 日にかけて連続発生した。この

3 農場は、令和 2 年度にも HPAI が発生した農場

だった。今回は、この 3 農場に焦点を当て、令和

2 年度と令和 4 年度の防疫対応の比較および今後

の取組について報告する。 

 

図 1 令和 4年度の県内 HPAI 発生事例 

 

発生の状況 

1)農場の状況 

 各農場は採卵鶏を 10 万羽以上飼養する大規模

農場であり、鶏舎構造は、A 農場はセミウィンド

ウレス鶏舎、Bと C農場はウィンドウレス鶏舎で

ある。 

農場は養鶏密集地域にあり、水田に囲まれてい

る。直線距離 2km以内のところに調整池があり、

令和 2年度には野鳥の糞からHPAIウイルスが検

出された。 

表 1 農場概要 

図 2 農場の立地 

 

2)飼養衛生管理 

 令和 2年度の HPAI 発生後、各農場は鶏舎外の

集卵ベルトへのネット設置や、壁の小さな隙間の

補修等、飼養衛生管理の改善に取り組んだ。令和

4年度における国の疫学調査では、A 農場と C 農

場において防鳥ネットの破損や鶏舎の壁の隙間が

一部見られたという指摘はあったものの、各農場

とも大きな指摘事項はなく、令和 2 年度からの改 



善が見られた。

 

図 3 飼養衛生管理の改善 

 

発生から防疫措置完了までの経過 

 各農場のHPAI発生から防疫措置完了までの経

過について、令和 2 年度と令和 4年度を比較する

と、A農場は 33日間から 9日間、B農場は 47 日

間から 16 日間、C 農場は 50 日間から 15 日間へ

と日数が短縮され、令和 4 年度は令和 2年度と比

べて迅速に防疫措置を完了することができた。こ

れは、令和 2 年度の発生後、防疫作業の課題点の

整理に取り組んだことへの効果が表れたものと考

えられる。 

 

表 2 防疫作業の概要 

 

 

令和 2年度の課題点とその取組 

令和 2年度の防疫作業の主な課題は大きく 2つ

ある。1つ目は焼却と埋却に時間を要したこと、2

つ目は資材の不足である。 

1)焼却及び埋却 

令和 2 年度、殺処分は 14 日間で終了したもの

の、埋却完了までは 50日間もの日数を費やした。

これは、周辺住民の反対により埋却予定地を使用

することができず、代替の土地の確保に難航した

ことが原因であった。また、発生が相次いだこと

により、焼却処理量が大量となり時間を要した。

この経験から、HPAI 発生に備えて埋却地情報の

収集と焼却施設の確保の重要性が再認識された。

 

 図 4 防疫作業日数の比較 

 

 埋却地の事前確認への取組みとして、令和 3年

度から県農業事務所と連携し、埋却地の現地調査

を実施している。地盤状況に精通した農業事務所

の専門的な助言を得ながら、より現状に即した問

題点を把握することが可能となった。 

 

 図 5 県農業事務所と連携した埋却地調査 

 

 埋却地調査や令和 2 年度の経験から、3 農場の

ある水田地域は地下水位が高く、深く掘ると水が

出る恐れがあるという問題点があった。そこで、

埋却溝の深さを約 1ｍとし、埋却地の作業動線や

埋却方法を整理し、防疫計画に反映した。 

 これらの取組により、令和 4年度発生時は、埋

却溝の深さ約 1ｍという悪条件でも、速やかに埋

却対応を実施することができた。 

 

図 6 水田地域における埋却 

 

 また、焼却について、令和 2年度発生時に 3 農

場が利用した焼却施設は 5 施設だったが、焼却施

設の利用拡大に向け、市町村や民間施設と調整を

重ねた結果、令和 4 年度では 7 施設に増加した。

現在は、県として公営 5施設、民間 7施設の計 12

施設の利用が可能である。 

 



2)資材 

 令和 2年度の課題の 2つ目は、資材の不足であ

る。特にペールは、県内の 11事例の発生に加え、

全国的なHPAIの大発生や新型コロナウイルス感

染症の影響により供給が不足した。 

 発生に備えた資材確保のために、資材の備蓄拠

点を 4施設から 6施設に増やした。養鶏密集地域

に新たに設置した備蓄拠点にはペールを備蓄して

おり、令和 2 年度以前のペールの備蓄は、県全体

として約 15,000個だったが、約 50,000個に増量

した。これは 50 万羽規模の殺処分に対応してい

る。 

 

図 7 養鶏密集地域に新設した備蓄拠点 

 

まとめ及び今後の課題 

 防疫措置を迅速に完了させるためには、事前の

準備が大切である。令和 4 年度は令和 2年度と比

較して迅速に防疫措置を完了させることができた

のは、防疫計画の随時更新、埋却地の確保、焼却

施設の利用拡大、防疫資材の備蓄等の取組が功を

奏したものと考えられる。今後は、発生リスクの

高い地域における発生予防の管理指導が課題であ

る。 

 HPAI の発生予防にむけては、定期的な農場巡

回による飼養衛生管理の指導を引き続き実施して

いくとともに、鶏舎の入気口対策などの飼養衛生

管理基準項目以外の対策についても取り組んでい

く。具体的には、ドローンを活用した鶏舎の入気

口の確認や埋却地の現地調査を検討している。 

また、県は野鳥のモニタリング検査を実施して

いるが、令和 3年度から調査地点を、匝瑳市を含

めた 5か所に拡大しており、今後も継続していく

予定である。さらに、養鶏地帯の匝瑳市では生産

者の自衛防疫組織が主体となり、発生地域の池や

川にテグスの設置を進めている。家畜保健衛生所

としても勉強会等の機会を通じて、飼養衛生管理

やHPAIに関する情報提供等の支援を続けていく。 
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